2017年2月5日～6日　時事共同ＮＨＫしんぶん赤旗
ＮＨＫ日曜討論稲田発言、米軍機岩国移駐、辺野古、軍事研究、原水協、ＭＡＸテレビ、共謀罪
防衛相 日米同盟強化に向け防衛力整備計画の検証を
ＮＨＫ2月5日 11時17分
稲田防衛大臣は、ＮＨＫの「日曜討論」で、アメリカのマティス国防長官との日米防衛相会談で安全保障環境をめぐる認識を完全に共有できたとして、日米同盟の強化に向けて、今後、防衛力の整備計画を検証していく考えを示しました。
この中で稲田防衛大臣は、４日に行われたアメリカのマティス国防長官との初めての日米防衛相会談について、「日本を取り巻く環境やアジア太平洋地域の状況についての認識を完全に共有できた。憲法の範囲で日本自身の防衛力を質も量も強固なものにしていく」と述べました。
また稲田大臣は、マティス長官が沖縄県の尖閣諸島はアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを示したことについて、「新政権でも明言されたことは非常に意義があり、新政権のスタンスをはっきりさせることは抑止力の意味でも重要だ」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は４日の会談で、日本として防衛力を強化し、役割の拡大を図っていく方針を伝えたことに関連して、「日本を取り巻く安全保障環境は非常に大きく変わっており、中期防＝中期防衛力整備計画や防衛大綱に基づいている点もしっかり検証していく」と述べ、日米同盟の強化に向けて、今後、防衛力の整備計画を検証していく考えを示しました。
米艦載機、岩国移駐に理解要請＝菅長官、財政支援を検討
　菅義偉官房長官は５日、山口県岩国市を訪れ、村岡嗣政同県知事や福田良彦同市長に対し、米軍厚木基地（神奈川県大和市など）から岩国基地（岩国市）への空母艦載機の移駐に理解を求めた。地元側は態度を保留した。政府は受け入れを促すため、財政支援を充実させる方向だ。
　菅長官は村岡知事との会談で、移駐への協力を要請し、「地元の理解を頂けるよう丁寧に説明していく」と伝えた。これに対し、知事は基地周辺住民への影響を再検証する意向を示し、「（受け入れの可否を）適切に判断していく」と語った。
　菅長官は地元が求める地域振興策について「政府として真摯（しんし）に受け止め、しっかり取り組む」と強調。村岡知事は在日米軍再編に伴う交付金に関し、公共事業以外にも使途を広げるよう要望した。菅長官は会談後、要望に応じる方向で検討する考えを記者団に明らかにした。
　福田市長は会談で、学校給食無料化への支援を求め、「国は覚悟をもって政治判断をしていただきたい」と訴えた。これに関し、菅長官は記者団に「目に見える形で実現したい」と語った。
　空母艦載機の移駐は、日米両政府が２００６年に合意した日米軍再編のロードマップ（行程表）に盛り込まれている。１８年５月ごろに完了させる方針だ。（時事通信2017/02/05-15:59）
菅氏、岩国移駐へ理解要請　米空母艦載機「万全期す」

共同通信2017/2/5 16:18

[image: image1.jpg]


山口県岩国市を訪れ、村岡嗣政知事らと会談する菅官房長官（右）＝5日午前

　菅義偉官房長官は5日、米空母艦載機の米軍岩国基地（山口県岩国市）移駐の受け入れに理解を求めるため岩国市を訪れ、福田良彦市長と会談し「安全確保、騒音防止に万全を期す」と協力を要請した。受け入れの可否を検討している福田氏は会談の後、記者団に近く判断を下す考えを表明した。

　会談で福田氏は「安心、安全対策と地域振興策で市民の納得を得るには課題が残っている」などと注文した。会談には、桑原敏幸市議会議長も同席した。

　福田氏は記者団に「菅氏から地域振興策に前向きな回答をもらった。最終判断の時期が来る」と述べた。

官房長官 米空母艦載機部隊の岩国移転に理解要請
ＮＨＫ2月5日 13時09分
菅官房長官は山口県岩国市を訪れて村岡知事や福田市長と相次いで会談し、神奈川県の厚木基地のアメリカ軍空母艦載機部隊が岩国基地に移転する計画について、安全確保と騒音防止などに万全を期す考えを伝え、理解と協力を要請しました。
菅官房長官は５日、山口県岩国市を訪れ、村岡知事や福田市長と相次いで会談しました。
このうち、福田市長との会談で、菅官房長官は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の空中給油機部隊などの岩国基地への配備受け入れに謝意を示しました。そのうえで、菅官房長官は、神奈川県の厚木基地のアメリカ軍空母艦載機部隊が岩国基地に移転する計画について、「安全確保と騒音防止に万全を期していく。地元から要望のある地域振興策も引き続き対応していく」と述べ、計画への理解と協力を要請しました。
また、菅官房長官は、これに先立って行われた村岡知事との会談で、昨年度から山口県に支給されている在日アメリカ軍の再編に伴う国の交付金について、地元の要望を踏まえ、公共事業以外の目的にも使えるよう検討を進める考えを示しました。
会談のあと菅官房長官は記者団に対し、「私とアメリカのマティス国防長官の会談で米軍再編を従来の方針どおり進めていくことを確認することができた」と述べ、普天間基地の移設計画を含む在日アメリカ軍の再編を着実に進めていく考えを強調しました。
岩国基地 軍事的な機能強化進む
山口県岩国市にあるアメリカ軍岩国基地では、軍事的な機能強化が進んでいます。
岩国基地には３年前、沖縄の基地負担の軽減策としてアメリカ軍の普天間基地に配備されていた空中給油機部隊が移転しています。そして今回、さらに日米両政府の合意に基づいてアメリカ軍の空母艦載機部隊が神奈川県の厚木基地から岩国基地に移転される計画となっていて、地元では安全面や騒音などに対する不安の声が上がっています。
岩国市や山口県は空母艦載機部隊の移転を受け入れるか判断を示していませんが、国などの説明によりますと、移転は早ければことし７月から段階的に進められる予定で、戦闘機など６１機が移転し、これに伴って軍人や家族など３８００人ほどが移り住む見込みだということです。
移転に先立ち、今月２日には最新の長距離レーダーを備えた早期警戒機「Ｅ２Ｄ」５機が訓練のため岩国基地に到着しました。地元の住民団体などからは早期警戒機の到着が「先行配備に当たる」として反発が出ています。
また、こうした計画とは別に、岩国基地ではアメリカ本土以外で初めてアメリカ軍の最新鋭戦闘機Ｆ３５の配備も進んでいます。中国や北朝鮮を念頭にアジア太平洋地域のアメリカ軍の増強を急ぐ狙いがあると見られています。
岩国基地では軍事的な機能強化が進んでいます。
しんぶん赤旗2017年2月6日(月)

空母艦載機　菅氏、移駐容認迫る　山口知事・岩国市長に

　菅義偉官房長官は５日、山口県岩国市を訪れ、在日米軍再編に伴う米原子力空母艦載機(神奈川県･厚木基地所属）の米海兵隊岩国基地への移駐容認を迫るため、村岡嗣政山口県知事や福田良彦岩国市長らと会談しました。

　山口県と岩国市は、沖縄県名護市辺野古の新基地建設の見通しがたたない下で艦載機移駐が先行して進められることは容認できないとの立場です。菅氏は「政府としては、昨年の最高裁判決を受けて、辺野古移設工事を着実に進めている」と述べて、新基地工事と並行して艦載機移駐を推進したいとの立場を示しました。

　これに関して福田市長は会談後、記者団に対して「（辺野古の）見通しが立っていないとはいえない」と述べ、従来より踏み込んだ見方を示しました。

　空母艦載機は今年秋から段階的に岩国へ移駐する計画です。

しんぶん赤旗2017年2月6日(月)

会談会場前で抗議　岩国、住民団体など
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（写真）会談の会場前で抗議する人たち＝５日、山口県岩国市


　「菅長官は市民の声を聞け」「愛宕山に米軍住宅はいらない」

　５日、米軍住宅などの建設がすすむ山口県岩国市愛宕山地区で行われた菅義偉官房長官と村岡嗣政同県知事らとの会談。雨の会場前では市民約２０人が米原子力空母艦載機の岩国基地（岩国市）への移駐受け入れを迫る菅官房長官ら政府に抗議しました。

　愛宕山を守る会や住民投票を力にする会など艦載機移駐に反対する４団体の有志が参加。

　日本共産党の松田一志衆院山口２区予定候補らが「艦載機来るな」と書いたプラカードやのぼり旗を掲げ、「国は住民説明会を開け」などの声をいっせいに上げました。

辺野古に作業船到着＝６日にも海上工事－沖縄防衛局
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に関し、海上での本体工事に当たる作業船が５日朝、辺野古沖の現場海域に到着した。先の日米防衛相会談で辺野古移設が「唯一の解決策」と確認されたことを踏まえ、防衛省沖縄防衛局は６日にも工事に着手し、埋め立てに向けた準備を本格化させる方針だ。
　到着したのは、クレーンを積んだ作業船２隻と、コンクリートブロックを積んだ台船２隻、海底地質ボーリング調査を行う掘削調査船１隻。５隻は５日午前、抗議船などの立ち入りを禁止する「臨時制限区域」内に入った。（時事通信2017/02/05-23:04）
辺野古海上の本体工事、6日着工　政府、埋め立て準備本格化

共同通信2017/2/5 16:34
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沖縄県名護市辺野古の沿岸部に到着した作業船団。奥は米軍キャンプ・シュワブ＝5日午前9時27分（小型無人機から）

　政府は、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設先とする名護市辺野古沿岸部で海上の本体工事に6日着手する。作業に携わる船団が5日、現場へ入った。訪日したマティス米国防長官と辺野古移設の着実な推進で一致したことを踏まえ、埋め立てに向けた準備を本格化させる。沖縄県の翁長雄志知事は知事権限を活用し、引き続き阻止を目指す考えだ。

　海上工事は、護岸造成で生じる汚れの拡散を防ぐ「汚濁防止膜」を海中に張る工程から始め、この前段として重りとなる大型コンクリート製ブロック200個以上を海底に設置する。未完了となっている海底ボーリング調査も並行して進める。

「辺野古阻止の決意強くなった」訪米で知事 　国はあす海上工事着手

沖縄タイムス2017年2月5日 09:52

　【ワシントン３日＝大野亨恭】沖縄県名護市辺野古の新基地建設反対の考えを直接訴えるため訪米していた翁長雄志知事は３日夕（日本時間４日朝）、全ての日程を終え、ナショナルプレスセンターで記者会見を開いた。知事は４日間を振り返り「柔軟な議論と意見交換ができた」と指摘。「多くの方に沖縄の事情を理解してもらえた」と述べ、３度目の訪米の成果を強調した。一方、政府は６日に辺野古沿岸部で海上での本体工事に着手する方針を固めた。

　日本時間の３日午後、安倍晋三首相とマティス米国防長官は辺野古が唯一の解決策であることを確認し、新基地建設推進を打ち出した。辺野古阻止を訴える翁長知事の主張を打ち消した形で、知事は「県民に対して失礼なやり方だ」と強い不快感を示した。

　また、知事の訪米行動と同時期に日米両政府が辺野古推進を確認したことには「日本政府が大変焦っているのではないか」とけん制した。



全日程を終え、訪米の成果を語る翁長雄志知事＝３日夕、ワシントン・ナショナルプレスセンター

　知事は訪米を通し「辺野古阻止への決意はかえって、強くなってきている」と述べた。今後も県ワシントン事務所を通し、計画の阻止を米側へ訴えていく考えを示した。

　知事は１月３１日からの４日間で軍事委員会などに所属する米下院議員１２人や議員補佐官、議会調査局の職員らと会談し、沖縄の民意や苦難の歴史を説明し、新基地建設に反対する考えを伝えた。

　３日午後には国務省でヤング日本部長、国防総省のボスティ日本部長代行と会談。基地政策への県民の理解が得られなければ「必ず日米安保体制は厳しい状況になる」と懸念を伝えた。一方、国務省は会談終了後、「辺野古が唯一の解決策」とする声明を発表した。

　知事が就任後、ワシントンを訪れるのは２０１６年５月以来３度目。４日に米国を離れ、５日夜、那覇空港に到着する予定。

辺野古沖 海上の埋め立て工事きょうにも着手
ＮＨＫ2月6日 4時00分
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沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設に向けて、沖縄防衛局は６日にも海上での埋め立て工事に着手します。移設に向けた工事が本格化することに、沖縄県側の反発がさらに強まることが予想されます。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設に向けて、名護市辺野古の沖合には５日、海底の地質を確認するためのボーリング調査を行う船や、コンクリートブロックを積んだ台船などが到着しました。
ブロックは重さが最大でおよそ１４トンあり、今後の工事で濁った海水が広がるのを防ぐ汚濁防止膜を固定するおもりとして使われます。
工事関係者によりますと、６日はまず、ブロックを台船からクレーンが付いた船に移す作業などが行われ、沖縄防衛局は、準備が整えばブロックを海に投入して海上での埋め立て工事に着手する方針です。
名護市辺野古ではおととし１０月から埋め立て予定地に隣接する陸上部分で資材置き場などを作る工事が始まっていますが、海上でも工事が始まって移設工事が本格化することに、沖縄県側の反発がさらに強まることが予想されます。
翁長知事「認められない」
５日夜、アメリカから帰国した沖縄県の翁長知事は那覇空港で記者団の取材に対し、「県としては事前協議が整ったあとでなければ、工事の着手は認められない。しっかりと対応を考えていきたい」と述べました。
また、基地の移設をめぐり安倍総理大臣と日本を訪問したマティス国防長官が「辺野古が唯一の解決策だ」という認識で一致したことについては、「大変、残念で、『県民に寄り添う』と言いながら、県民に失礼だ。しっかりと意志を持って県民と向き合いながら頑張りたい」と述べ、移設計画の阻止に向けた決意を改めて示しました。
しんぶん赤旗2017年2月6日(月)

沖縄新基地　辺野古緊迫　埋め立て工事再開狙いブロック大量投入へ　知事権限行使で阻止

　安倍政権は１０日の日米首脳会談に向けて、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設の進展を誇示するため、護岸工事に伴う汚濁防止膜を固定する大型コンクリートブロックの投入を６日にも開始するなど、工事の本格化を狙っています。５日には数隻の作業船団が辺野古・大浦湾に到着しました。翁長県政はあらゆる権限を行使して工事を阻止する構えを見せており、重大な局面に入っています。（竹下岳、柳沢哲哉）
前作業ほぼ終了

　防衛省沖縄防衛局は埋め立て本体工事前の作業として、臨時制限区域を示すフロート（浮具）の張りだしを５日までにほぼ終了。また、残り１カ所とされている海底ボーリング（掘削）調査にも着手します。

　さらに、海上ヤード設置や護岸工事に伴う汚濁防止膜を固定するブロックの投下を狙っています。重さは１個あたり１１・２トン～１３・９トンで２２８個にもおよび、サンゴ礁など海底の著しい破壊につながります。

　日本自然保護協会は要望書で「コンクリートブロック投入は、サンゴ群体とサンゴ礁を破砕し、潮流の変化を生じさせる可能性を高める。人工構造物の設置による潮流の変化により、サンゴ礁に広く影響が出た事例は数多く存在します」と指摘しています。
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（図）汚濁防止膜と護岸の設置位置（沖縄防衛局が2014年９月に提出した、辺野古新基地に関する設計概要説明書をもとに作成）


　汚濁防止膜の設置とブロック投下に関し、県は１月５日、防衛局に対し、計画の具体的内容や設置位置など詳細を防衛局に照会。３日に回答がありましたが、県は、照会した内容の確認ができるまでブロックを投下しないよう要請。防衛局が投下を強行すれば、行政指導も含め「対応を検討する」としています。

　ブロック投下と汚濁防止膜張り出しには３カ月程度かかる見通し。これが終われば本体工事である護岸工事に入り、大浦湾の破壊はいよいよ顕著となります。

不許可も視野に

　仲井真弘多前知事が２０１４年８月に出した岩礁破砕許可は３月末で期限が切れます。許可がなければ埋め立て区域内で工事はできません。翁長雄志知事は不許可も視野に入れています。

　政府は県の漁業調整規則に、漁業権が設定されている漁場内で海底の地形を変更する場合に許可を得る必要があるとの点に着目。地元漁協が臨時制限区域内の漁業権を放棄していることから、岩礁破砕許可の再申請は必要ないと解釈し、再申請なしの工事強行も検討しています。

　これに対し県は３日、漁協が漁業権を放棄しても、知事が手続きを行わない限り漁業権は設定されているとして、知事の許可を更新する必要があるとの考えを防衛局に伝えました。

　防衛省は１５年３月２５日の衆院外務委員会で、日本共産党の赤嶺政賢議員に対し、「都道府県漁業調整規則の解釈については、各都道府県が判断する」と答弁しており、県の立場に道理があるのは明白です。

普天間基地の辺野古移設 あす海上工事に着手へ
ＮＨＫ2月5日 12時01分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設に向けて、辺野古の沖合には５日朝、海上で作業に当たる船など５隻が到着しました。沖縄防衛局は準備が整えば、６日に海上での埋め立て工事に着手する方針です。
５日朝、辺野古の沖合に到着したのは、海底の地質を確認するためのボーリング調査を行う大型の調査船やコンクリートブロックを積んだ台船など合わせて５隻です。
辺野古の沖合では、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設に向けて、沖縄防衛局が６日、準備が整えば海上での埋め立て工事に着手する方針です。
５日朝到着した台船が積んでいるコンクリートブロックは、今後の工事で濁った海水が広がるのを防ぐ「汚濁防止膜」のおもりとして海に投入されます。
現場では、海上保安庁の船やボートが警戒に当たる中、移設計画に反対する人たちがカヌーで海に出て抗議する様子が見られました。
普天間基地の移設をめぐっては、おととし１０月、埋め立て予定地に隣接する陸上部分で工事が始まっていますが、今回、海上でも工事が行われることになり、今後、移設を阻止したいとする沖縄県側の反発が強まることも予想されます。
翁長知事の訪米 厳しい結果に
トランプ政権の誕生をチャンスと捉え、沖縄県の翁長知事は、アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設の見直しに期待を込めてアメリカ・ワシントンを訪問しました。
この訪問の中で、１２人の下院議員や国務省のヤング日本部長と会談しましたが、ヤング部長との会談は平行線に終わり、トランプ政権に近い有力議員との面会は実現しませんでした。
翁長知事は一連の日程を終えた記者会見で、「多くの方に沖縄の事情を理解してもらえた」と訪問の成果を強調しましたが、実際には、厳しい現実を目の当たりにする結果となりました。
さらに、追い打ちをかけるかのように、訪問のさなか、安倍総理大臣と日本を訪問したマティス国防長官が「辺野古が唯一の解決策だ」という認識で一致しました。沖縄防衛局は、６日にも海上での埋め立て工事に着手する方針で、移設の阻止を目指す翁長知事は、帰国後、早速、難しい対応を迫られる見通しです。
抗議の座り込み続く
埋め立て予定地に隣接するアメリカ軍基地のゲート前では、移設計画に抗議する座り込みが５日も続いています。
このうち、６５歳の男性は「なぜ、移設先が沖縄県内なのか。自然の破壊につながるので埋め立て工事はすべきではない」と話していました。
また、関西から沖縄に来た２９歳の男性は「政府の狙いは諦めさせることだと思う。コンクリートブロックを入れて県民の思いを力でねじ伏せようとしている」と話していました
しんぶん赤旗2017年2月6日(月)

辺野古新基地　運動さらに　工事焦る政府　県・市に多彩な権限

　安倍政権は２０１５年１０月、２０年１０月の完成を目指して辺野古新基地の埋め立て本体工事着工を宣言しました。

　しかし、実際はキャンプ・シュワブ陸上部の先端をわずかに整備した程度です。その後、翁長雄志知事による辺野古の埋め立て承認取り消しや訴訟に伴う「和解条項」で昨年３月から約１０カ月、工事が停止。さらに県民のたたかいで工程は大幅に遅れています。

　防衛省沖縄防衛局が提出した埋め立て申請書に示された主な本体工事のうち、現時点で着工されたものは一つもありません。（表）

より効果的な方法で

　さらに、沖縄県や名護市には工事を阻止するさまざまな行政権限があります。

　有力視されているのは、１面報道の岩礁破砕の不許可に加え、埋め立て承認の「撤回」です。

　仲井真弘多前知事が行った「埋め立て承認」を違法だと判断した翁長知事による「埋め立て承認の取り消し」は最高裁判決で退けられましたが、仲井真知事が承認したときと事情が変わったとして承認を「撤回」するという権限があります。

　知事がこの権限を行使すればその瞬間からすべての工事は停止され、再び裁判闘争を経なければ再開できないものと見られます。

　謝花（じゃはな）喜一郎知事公室長は市民団体の要請に「弁護団や学者の方々の意見を聞きながら、より効果的な方法で撤回をやる必要があり、検討している」と述べています。

　翁長知事は１月２０日のシンポジウムで「今後も新基地建設を進める上では、政府はいくつもの許認可を県や名護市に申請しなければならない。しっかり対処する中、撤回も含めて視野にいれながら、新辺野古基地は絶対に造らせない」と明言しています。

器物損壊容疑を想定

　工事の遅れに焦る安倍政権は、新たな手段を用いて抗議行動を抑え込もうとしています。

　防衛省沖縄防衛局は海上での抗議行動を排除するため、臨時制限区域を示すフロート（浮具）を海上に張りだしました。抗議船が進入できないようにするため、１年前には見られなかった支柱が取り付けられ、ロープや網が張り巡らされました。

　海上保安庁は「壊したら器物損壊になる」と脅していますが、波や風の影響で支柱はしばしば破損しています。元県議の具志堅徹さんは、「自然環境を知らない人たちが考えたことだろう。何の意味もない海の破壊行為だ」と怒りをあらわにします。

　防衛局はさらに、報道各社に対して臨時制限区域に立ち入らないよう求める警告文書を報道機関に送り付け、脅しをかけています。

　ヘリ基地反対協の安次富（あしとみ）浩共同代表は、「器物損壊容疑での逮捕を想定するなど、報道の自由や表現の自由、行動の自由に制限をかけ、抵抗運動をつぶしにかかる弾圧だ」と憤ります。

　また、米軍キャンプ・シュワブの陸上部では、埋め立て工事に必要な生コンクリートの製造施設建設も計画されています。シュワブゲート前の県民らの座り込みで、ミキサー車が入れず、生コンクリートが使いものにならなくなることを避けるためとみられます。
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（写真）米軍キャンプ・シュワブゲート前で「新基地反対」「工事を止めろ」と訴える人たち＝３日、沖縄県名護市


全国の連帯で阻止を

　国の強引な工事の進め方に対し、新基地建設に反対する県民らは海上で船やカヌーで抗議行動を展開し、資材や工事車両の搬入口となっているシュワブゲート前で座り込み、たたかいを続けています。

　抗議船「平和丸」船長でヘリ基地反対協の仲本興真事務局次長は、政府の一連の行為について「狙いは県民の新基地建設反対の意思をくじいてあきらめ感を起こすことだろう」と話します。一方で「毎日、必死で抗議行動が海と陸で行われている。政府のやり方は、新基地反対運動の広がりを恐れてのこと。全国の人たちと連帯して大きな運動を起こせば、工事を止められる。決してあきらめていないし、今こそ正念場。全国からもぜひ、現地に足を運んでほしい」と訴えます。

　沖縄県統一連の中村司代表幹事は「安倍政権が何が何でも造るという姿勢を見せるほど、さらに県民の怒りはわいてくる。今が踏ん張りどき。知事の権限も行使されるこれからがヤマ場。さらに運動を強化していく」と決意を新たにしています。
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南シナ海、米作戦に参加せず＝稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は５日のＮＨＫの番組で、マティス米国防長官との会談で一致した南シナ海への関与強化に関し、「米軍による『航行の自由作戦』は支持すると申し上げたが、自衛隊がそこに行くのではない」と述べた。稲田氏は「防衛協力、訓練で役割を果たしていく」と語り、周辺諸国の能力構築を支援する方針を示した。　
　日本の防衛力強化については、「防衛費を伸ばすことだけではなく、統合防衛力の構築など質的な防衛力強化も含んでいる」と説明した。（時事通信2017/02/05-12:08）
中旬にも日米韓会合か＝６カ国協議の首席代表
　【ソウル時事】韓国の聯合ニュースは５日、北朝鮮核問題をめぐる６カ国協議の日米韓３カ国の首席代表会合が、早ければ今月中旬に、ワシントンで開かれる見通しだと報じた。
　３カ国首席代表会合が開催されれば、トランプ米政権発足後初めて。北朝鮮の核・ミサイルへの対応で緊密な協力を確認する場となる。
　また、今月１６日の北朝鮮の故金正日総書記の誕生日の前後に、北朝鮮が新たな挑発を仕掛ける可能性もあることから、対応策も協議するとみられる。（時事通信2017/02/05-21:01）
原水協が運動方針　「核廃絶の歴史的チャンス」

共同通信2017/2/5 17:41

　原水爆禁止日本協議会（原水協）は5日、全国理事会を開き、2017年度の運動方針を決めた。国連で核兵器禁止条約の制定交渉が始まる今年を「核兵器廃絶実現の歴史的チャンス」と位置づけ、世論を盛り上げたい考えだ。

　具体的には、被爆者を中心に条約制定を求める「ヒロシマ・ナガサキの被爆者が訴える核兵器廃絶国際署名」に力を入れる。交渉の結論が出る6月からの会期に署名を提出できるよう、賛同団体に呼び掛ける。

　また、日本政府が交渉開始に反対の姿勢を示したことを「被爆国にあるまじき態度」と批判した。

社民、党本部を移転へ　交付金減少で財政難

共同通信2017/2/5 15:40

　社民党は、首相官邸近くの民間ビルに入る党本部を5月までに移転させることになった。党関係者が5日明らかにした。昨年の参院選で吉田忠智党首が落選するなど党勢が低迷。頼りの政党交付金の減額で「年内に財政が持たなくなる」（幹部）ため。永田町を離れて賃料の安い物件を早急に探し、再建を図る。

　社民党は2013年、旧社会党時代を含め約半世紀「三宅坂」の名称で親しまれた旧党本部の「社会文化会館」から、現在のビルに移転した。

　幹部によると、現在の党本部は党首室と会議室、職員室などで約700平方メートル。賃料は年間四千数百万円に上る。

軍学共同　防衛省以外も推進　技術開発へ「研究会」　内閣府、月内にも設置

東京新聞2017年2月5日 朝刊

　軍事に転用できる大学や民間研究機関などの技術（軍民両用技術）開発を推進するため、内閣府が今月中にも、有識者会合「安全保障と科学技術の研究会」を発足させることが、内閣府への取材で分かった。研究会は防衛省だけでなく、他省庁も巻き込んで軍民両用技術の開発を進める方策を探る予定で、軍学共同に反対する研究者らからは批判の声が高まっている。

　政府関係者によると、研究会は、自民党国防族らの要望などを受け設置される。内閣府の政策統括官（科学技術・イノベーション担当）の下で議論し、検討結果は「総合科学技術・イノベーション会議」（議長・安倍晋三首相）に反映される。同会議は国の科学技術政策を担い、関連予算をどう配分するか決めている。

	大学などの研究機関が軍事研究とどう向き合うかを議論した日本学術会議の公開フォーラム＝４日、東京都港区で
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　内閣府は、軍民両用技術の推進を唱える政策研究大学院大学の角南（すなみ）篤教授や、大手防衛企業幹部、日本学術会議の大西隆会長などに参加を打診しているという。

　研究会では、テロ対策技術や防衛技術の開発に重点が置かれる。軍事転用可能な大学などの研究に助成金を出す防衛省の「安全保障技術研究推進制度」にとどまらず、ほかの省庁が主導して大学や研究機関の研究を防衛技術に転用できる仕組みなどを検討する。

　内閣府の担当者は「テロや防災など幅広い分野から議論し、防衛省だけでなく各省庁が安全保障に資する科学技術をいかに発展できるか考えたい」とする。議論を公開するかは未定。軍事研究を巡っては、国内の研究者を代表する機関「日本学術会議」が一九五〇、六七年の二度にわたり「軍事目的の研究をしない」とする声明を掲げているが、昨年から声明の見直しを含めた議論が続いている。

◆「おぞましい策謀」学術会議フォーラムで批判

　軍民両用技術開発を推進するための研究会が内閣府に設置されることになった。大学や民間研究機関などの研究の軍事転用を巡っては、日本学術会議を中心にその在り方の議論が進められている。その結論も待たずに、国が軍学共同へと突き進む姿勢に、研究者の批判は高まっている。

　日本学術会議の安全保障と学術に関する公開フォーラムが四日、東京都港区で開かれ、防衛省が大学や民間に助成する制度への批判が相次いだ。

　東大大学院の須藤靖教授は「安全保障に過度に依存する基礎研究など信じ難い。制度に応募しないと合意すべきだ」と防衛省の制度を批判。臨床研究情報センターの福島雅典センター長は「政府の軍民両用はおぞましい策謀だ。科学者は人類の未来に重い責任があることを忘れてはならない」と主張した。

　研究者の間に防衛省の制度を危険視する見方が広がる中、政府与党は逆の動きを強める。自民党のある防衛族議員は「中国は桁違いの金で核開発を進めている。のんきなことは言ってられない。大学や民間の軍事技術への取り込みは必須だ」と研究会の発足を促した理由を説明する。

　フォーラムに参加した新潟大の赤井純治名誉教授は、「人類の福祉や平和に貢献できるような科学の在り方を無視した動きだ。国策の名の下に研究者が軍事研究に加担させられた歴史を繰り返そうとしている。あるべき学問とは何かという視点が完全に抜け落ちている。亡国の施策だ」と批判する。　（望月衣塑子）

東京ＭＸ番組　ＢＰＯ「まず話し合いを」　人権侵害訴えに回答

琉球新報2017年2月5日 11:20 
　東京メトロポリタンテレビジョン（東京ＭＸ）のバラエティー・情報番組「ニュース女子」が、東村高江の米軍ヘリパッド建設反対運動や市民団体「のりこえネット」共同代表の辛淑玉（シンスゴ）さんらを、取材が不十分なままデマを基に中傷し報道したとされる問題で、放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）は３日、人権侵害の申し立てをした辛さんに対し「まずは当事者同士で話し合ってほしい」と連絡した。辛さんは週明けにも東京ＭＸ側に話し合いを求める予定。
　ＢＰＯは申し立ての手続きについて「まずは放送局と話し合いをしてもらう。納得できない場合、放送人権委員会に審理の申し立てができる」とホームページで説明している。
　しかし、辛さんは事前に東京ＭＸ側とやりとりをしており、ＢＰＯ放送人権委員会に提出した申立書にも経緯を記載した。ＢＰＯはすでに済んだ手続きを再度、辛さんに求めた形だ。
　辛さんは「このような連絡が来るとは夢にも思わなかった。被害者に対し、加害者側ともう一度話し合えと言っているようなものだ」と、ＢＰＯ側の対応を疑問視。「ＢＰＯの判断は日本のヘイト、デマを止める第一歩にもなり得るし、判断を誤ればお墨付きを与え助長することにもなる。私は命を懸けてやっている」と強調した。
しんぶん赤旗2017年2月6日(月)

主張　「共謀罪」の創設　法案の国会提出は許されない

　安倍晋三政権が開会中の通常国会に提出を狙う「共謀罪」法案の危険性が国会での野党の追及で次々と明らかになっています。安倍首相らは「テロ対策」のためであり、「一般の人が対象になることはない」と繰り返しますが、予算委員会の審議で、政府側は「テロ組織」の定義すらまともに説明できません。こんな状態で、国民の思想や良心の自由、人権にかかわる重大法案を持ち出すこと自体、異常です。安倍政権は法案の国会提出を断念すべきです。

歯止めのなさ浮き彫りに

　安倍政権が「テロ対策」の名目で共謀罪を新設するために国会に出そうとしているのは、組織犯罪処罰法改定案です。この法案は２０００年代初めから３回にわたり国会に提出されたものの、実際の犯罪行為がなくても、相談や計画しただけで処罰される危険な内容に、“内心を取り締まるのか”と国民の強い反対が広がり、３度とも廃案に追い込まれたものです。

　今回、安倍政権は、共謀罪ではなく「テロ等準備罪」にしたとか、対象を絞り込むなどといって過去の共謀罪とは違うとさかんに強調しますが、野党議員の国会質問は、危険な本質に変わりがないことを浮き彫りにしています。

　政府は、処罰対象は「組織的犯罪集団」に限ると説明し、その集団は、テロ組織、暴力団、薬物密売組織と例示しています｡しかし､日本共産党の藤野保史衆院議員の質問に、金田勝年法相は「それ以外のものも含まれる場合がある」とした上、なにが「共謀」にあたるか判断するのは捜査機関と述べました。安倍首相も組織的犯罪集団の「法定上の定義はない」と認めました。これは事実上、警察などに判断をゆだねるというものです。いくら、労働組合や市民団体、民間企業が対象にならないよう法文上明確にする、といっても歯止めになる保証はありません。

　警察はこれまでも、原発反対の幅広い市民運動などを監視対象にして情報収集を繰り返してきました。法相は、他の野党議員の追及に、共謀罪をめぐる捜査の中で、電話やメールなどの盗聴を可能にした「通信傍受法」を使うことを将来的に検討することも認めました。共謀罪の創設で、犯罪に関係のない国民の人権・プライバシーが侵される監視社会への道が一層強まることは否定できません。

　「テロ対策」という口実は崩れています。日本はすでにテロ防止のための１３の国際条約を締結し、５７の重大犯罪について、未遂より前の段階で処罰できる国内法があります。政府が持ち出す国際条約も「テロ対策」が目的ではありません。東京五輪の開催を理由にして国民を欺き、思想・内心を取り締まる違憲の法律を成立させようというのは、極めて悪質です。

「治安維持法」再来を阻み

　戦前の日本で、思想・言論弾圧に猛威をふるった治安維持法も、法案提出の際は“労働運動をする人が拘束されるようなことをいうのははなはだしい誤解だ”と政府は説明しました。しかし、実際は労働運動はじめ宗教者、学生、自由主義者など幅広い人たちが弾圧の対象になりました。この痛苦の過ちを繰り返してはなりません。

　１００人を超す刑法研究者が法案反対声明を出すなど批判は広がっています。この声を無視し暴走することは絶対に許されません。
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